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国際社会における制度の存在論的分析へ向けて
― 言語行為と制度としての勢力均衡をめぐって ―

岸　野　浩　一

要　旨
　諸国家からなる世界を共通の規則と制度が存在する国際社会として理解する国際関係論の英国
学派は、多元的なグローバル国際社会の秩序を支える外交や勢力均衡といった国際制度の存在を
説き、それらの分析を展開してきた。しかし、制度が「存在する」とはいったいいかなる事態な
のか。哲学の観点を重視するとされてきた英国学派において、国際社会の哲学的基礎（存在論）
についての思索は充分に深められてきたとは言い難い。国際社会とその秩序を支える制度の問い
直しへ向けて、本稿では、言語行為論を基礎として制度が「在る」とはどういうことなのかを問
う「社会存在論」（social ontology）の研究を展開しているJ・R・サール（John R. Searle）の議
論をふまえ、社会存在論を英国学派理論に適用し国際社会の制度を分析しうる可能性とその含意
について、制度としての勢力均衡を主に取り上げて探究する。

キーワード：�社会存在論、言語行為論、国際社会論、英国学派、勢力均衡

１　はじめに

　諸国家からなる世界を共通の規則と制度が存在する「国際社会」（アナーキーな社会）とし

て理解する国際関係論の英国学派は、とくに多元的な国際社会の秩序を支える外交や勢力均衡

などの国際制度の存在を説き、それらの分析を展開してきた。しかし、そもそも制度が「存在

する」とはいかなる事態なのか。哲学的観点を重視するとされる英国学派において、国際社会

の哲学的基礎（とりわけ存在論）の思索については充分に深められてきたとは言い難い。国際

的な制度や枠組に対する批判が先進諸国などで高まり、いわゆる自国第一主義が前面化してい

るとされてきた現今の世界情勢においては、国際社会の秩序とそれを支える諸制度のあり方の

基礎を問い直すことがさらに重要となっているように思われる。

　そこで、本稿では、まず英国学派の国際社会論とその根本的な制度とされる「勢力均衡」に

ついて確認する（ 2 節）。続いて、制度が「在る」とは一体どういうことなのかを問う「社会

存在論」（social ontology）の研究を、言語行為論を基礎に据えて展開する J・R・サール（John 

R. Searle）の議論を概観する（ 3 節）。そのうえで、J・R・サールの社会存在論とその基礎を
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なす言語行為論を英国学派の理論に適用して、勢力均衡などの国際社会の制度を分析する意義

や含意を探り（ 4 節）、今後の研究上の検討課題や議論の拡張可能性について考察する（ 5 節）。

２　英国学派の国際社会論と制度としての「勢力均衡」

2.1　国際関係論における英国学派と「国際社会」

　「国際社会」（international society; society of states）を理論化する国際関係論の英国学派は、

その起源や名称自体が論争的ではあるものの１）、一般的には、ハーバート・バターフィールド

（Herbert Butterfield）とマーティン・ワイト（Martin Wight）らを中心とする「国際政治理

論に関するイギリス委員会」に端を発するとされ、「歴史・哲学・規範・原理」を関心の対象

とする点に特徴があるとされてきた２）。主権国家からなる現代世界を世界政府は存在しないが

一定の秩序が存在する一種の「アナーキーな社会」としてみようとする国際社会論ないし国際

関係論の社会的アプローチの提起が、同学派の理論的な特徴や貢献であるとされる３）。

　国際社会の概念を「他の誰よりも発展させた人物」などと評される４）、英国学派の中心的人

物であるヘドリー・ブル（Hedley Bull）は、「国際社会」を次のように定義している。

　　　　 一定の共通利益と共通価値を自覚した国家集団は、それらの国々自身がその相互関係

において共通の規則体系によって拘束されていると考えており、なおかつ、共通の制

度（common institutions）を機能させることについて、共同で責任を負うものと見な

しているという意味において、一個の社会を形成している５）。

　以上の定義にみられるとおり、国際社会は諸国家に共通する「利益・価値・規則・制度」の

存在を特徴とする。諸国間の関係性を一種の社会として理解する英国学派による国際社会論の

主要な分析対象は、国際社会を構成する「制度」（institutions）であり、国際社会の基本的な

構成主体かつ基盤となる制度は「国家」（主権国家）である６）。

2.2　国際社会における「制度」の概念

　「国家間の協力的要素の表現」であると同時に、その「協力を支える手段」である国際社会

の諸制度として、ブルは「勢力均衡、国際法、外交のしくみ、大国による管理システム、なら

びに戦争」を列挙し、こうした国際社会を支える諸制度について彼は以下のように定義する。

　　　　 「制度」ということばは、必ずしも、組織や行政機構を指しているわけではない。

　　　　むしろ、共通目標の実現へ向けて具体化された習慣と実行の集まりを指す７）。



｜ 197 ｜

国際社会における制度の存在論的分析へ向けて

　上記の定義に見出されるように、ブルが提起した国際社会の諸制度は、条約などを通じて具

体化された国際連合（UN）・世界保健機関（WHO）・世界貿易機関（WTO）などの政府間組

織ないし「国際機構（国際機関 ;  international organizations）」を指すわけではなく、慣習的

で概念的に表現される外交や勢力均衡などを指している。ブルやワイトに代表される冷戦期の

「古典的（classical）英国学派」においては、国際機構は上記の国際社会の（慣習的な）制度

に依拠してこそ成立しうると考え、主として以上に引用した意味での制度を重視して研究を進

めてきたとされる８）。

　冷戦後の（「新英国学派」（Neo-English School）とも称される９））現代英国学派の理論的支

柱をなすバリー・ブザン（Barry Buzan）は、国際機構を英国学派の枠組で取り扱うための分

析概念として、一次的制度（primary  institutions）と二次的制度（secondary  institutions）の

区分を導入・提起した。一次的制度とは、（ブルらの古典的な）英国学派が語ってきた諸国家

と国際社会の双方から構成される諸制度を指し、「設計された」というよりも「進化的に徐々

に発展してきた」もの、手段的（instrumental）というよりも構成的（constitutive）なものを

意味する。二次的制度は、レジーム論や（ネオ）リベラル制度主義が語ってきた諸制度であり、

その大部分が諸国家により「意識的に設計されてきた」もの、すなわちレジームや国際機構（政

府間組織）を指す10）。ブザンによるこれらの概念の導入以後、近時の同学派においては、具体

的な国際機構への関心の高まりもみられる11）。近年の研究成果について吟味するためにも、本

稿では、ブルやワイトらを筆頭とする古典的な英国学派が元来重要視してきた慣習的な「制度」

（ブザンの言う「一次的制度」）にまずは注目する。

2.3　国際社会における制度としての「勢力均衡」

　ブルが掲げていた五つの主要制度は、並列的に論じられるものではなく、各制度の中心ない

し根本には「勢力均衡」（the balance of power）が位置づけられる12）。一定の国家間の力の

釣り合いが保持されなければ、諸国家間での共通利益や互恵性原理に基づいた外交や国際法は

成立しえないためである13）。ブルによると、とくに勢力均衡は、国際法や国際機構などのソフ

トな制度が成り立つための根本的制度であり、「いかなる国家も優勢（preponderant）になる

ことのないような力の配分」たる勢力均衡の存在が、諸国家の共存や国際社会の前提であると

される14）。

　ワイトも概ねブルと同様の見解を示しており15）、勢力均衡が諸国家の共通利益や国際社会全

体の利益を守ることを論じている16）。しかし、ワイトはまた、国際関係思想の諸潮流（三つの

伝統）において「勢力均衡」の捉え方が異なること17）、そして歴史的にみて「勢力均衡」には

多数の（互いに相反しうる）意味が含まれることを子細に論じていた18）。勢力均衡の概念につ

いて、ワイトは例えば次の 9 つの意味に整理し示している。すなわち、①力の均等（even）配分、
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②力が「均等配分されるべきである」とする原則、③既存の（および起りうるあらゆる）力の

配分、④弱小国を犠牲にした大国の均等な拡大化の原則、⑤勢力が不均等に配分されてしまう

危険性を回避するために「自らの側に力の余裕をもつべき」とする原則、⑥（「保持する」と

いう動詞に準拠する場合）力の均等配分の維持における特別な役回り、⑦（同上）既存の力の

配分における特別な有利性、⑧優勢（predominance）、⑨力の均等配分を齎す国際政治に固有

の傾向性、以上の 9 つである19）。なお、英国学派の外部において、例えば E・ハースもまた同

様に、勢力均衡の語に 8 つの意味を見出している20）。勢力均衡概念のもつ意味の多様性を鑑み

ると、国際社会の根本的な制度であるとされてきた勢力均衡がそもそも「存在する」とはいか

なる事態なのか、この点が問われることになろう21）。しかしながら、従来の英国学派の諸研究は、

「哲学」の観点を重視するとされてきたにもかかわらず、国際社会の制度の存在論を哲学的に

掘り下げて詳しく検討してきたとは言い難い22）。次節以降では、哲学の領域において近年研究

が進められている社会の「制度」の存在論を概観し、その英国学派の理論への適用について検

討する。

３　制度の哲学的基礎の探究としての「社会存在論」

3.1　社会科学の哲学における社会存在論

　現代の科学哲学とくに「社会科学の哲学」（Philosophy of Social Science）において、人間が

構築する社会や制度および制度のなかで成立する事実（制度的事実 ; institutional facts）が「存

在する」とはいかなる事態なのかを問う「社会（的）存在論」（social ontology）が提起され、

重要な研究課題の一つとして探究が進められている23）。近時には、その哲学的探究と連動して、

例えば経済学や法学の領域で重要となる諸制度、すなわち「お金」（money）や「法」（law）

の存在論を展開する動きなどがみられるようになってきたが24）、国際社会の領域に関して社会

存在論の見地から哲学的に検討しようとする本格的な研究の動きは管見の限り未だ見られない。

　そこで、上記の研究に着手すべく、本節では、社会存在論の第一人者ともいうべき、現代の

言語哲学および分析哲学の代表的人物であるジョン・R・サール（John R. Searle）が展開して

いる、彼の言語行為論に基づく社会存在論についてごく簡単にではあるが紹介する。

3.2　ジョン・R・サールの社会存在論

　サールによって展開された「社会存在論」25）は、人間社会にみられる様々な「制度」（国家・

所有（私有）・貨幣・大統領・大学教授・会社・スポーツ・ゲームなど）を創出し維持する基

本構造とは何かを問い、その基本構造を以下のように分析している26）。

　例えばアメリカ合衆国の大統領という制度が成立する際、人や物が元来有している物理的構
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造によるだけでは遂行しえない機能（大統領職の機能）が付与され、当該の機能が遂行される

ためには、人々によって集合的に承認・受容された一定の地位（連邦政府を率いる大統領の地

位）が必要である。そして、そうした地位によって付与される機能である地位機能には、サー

ルによると例外なく「義務論的権力」（義務論的な力 ; deontic powers）が備わっているとされ

る（大統領の地位機能に付随する（連邦議会可決法案の署名への）拒否権など）。「義務論的権

力」とは、地位機能に伴う権利・責務・義務・要求・許可・認可・権原などを一括して表現し

たものであり、権利などの場合は「正の義務論的権力」、義務などの場合は「負の義務論的権

力」などと呼称される。義務論的権力が集合的に承認されることで、「願望独立的な行為理由」

が成立する。例えば、他人の私有物という地位機能が認められた物体に対しては、「盗んでは

ならない」という義務つまり負の義務論的権力を人々が負うことになり、その物体を人が勝手

に取ってはならない理由が、各人自らの（「その物体が欲しい」などの）願望からは独立して（願

望と無関係に）成立するのである。かくして、あらゆる制度は、人々を当人の願望とは無関係

に拘束する広義の「力」（power）と表裏一体のものであることが明らかにされる。

3.3　社会存在論の基礎としての言語行為論

　地位機能をもつ「制度」（例えばアメリカ合衆国大統領）や、制度を前提としなければ存

在しえない具体的な「制度的事実」（ドナルド・トランプ大統領）が成立するとき、「X は文

脈 C において Y とみなされる」として定式化される「構成的規則」の形式が見出される。例

えば、「一定条件を満たす人物ドナルド・トランプ（X）は、2020年の米国（文脈 C）におい

て、合衆国大統領（Y）とみなされる」や、「この紙片（X）は、日本（文脈 C）において1000

円紙幣（Y）とみなされる」などの構成的規則の形式をとって、制度は成立するとされる。そ

して、この構成的規則の形式で表現される「発語」やそれと同じ論理形式をもつ表象が、人間

社会のさまざまな制度を創出するとして、制度成立の基礎に「言語行為」（speech acts）の論

理、つまり言語行為論が見出される。言語行為論によると、発語には、事実を記述する側面だ

けでなく、命名・約束・結婚・命令などの発語自体が行為をなす側面もあるため、発語や発話

は言語を用いた一種の行為すなわち「言語行為」であるとされる27）。言語行為は主に次の三類

型に整理される28）。第一には、文法構造に従った文の発語・発話そのものである「発語行為」

（locutionary act）、第二に、発語行為のなかで（in）同時に遂行される別の行為（命名・約束・

結婚・命令など）としての「発語内行為」（illocutionary act）、そして第三に、発語内行為によっ

て（by）結果的に聞き手などの感情・思考・行為に対し何らかの効果を与える「発語媒介行為」

（perlocutionary act）、以上の三つである。発語内行為は、サールによると、とりわけ主張や

断言などの断言型（assertives）・命令や質問などの指令型（directives）・約束や宣誓などの拘

束型（commisives）・感謝や祝福などの表現型（expressives）、そして宣言型（declarations）
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に分類できるとされる29）。

　ある地位機能について、その存在を構成的規則の形式で表象することにより、制度を作り出

すような発語行為を、サールは「地位機能宣言」（Status Function Declaration）と呼ぶ。例えば、

米国憲法における「選挙人団の過半数票を獲得した大統領候補は次期大統領とみなされる」な

どの宣言がこれに該当する。地位機能宣言は、上記の言語（発語）行為のなかでも、命名・任

命・結婚・宣戦布告などを例とする「宣言型」（declarations）の発語内行為である30）。言語行

為こそが、社会の諸制度を無から作り出し、その制度に一定の地位や従うべき「理由」と従わ

せる「権力」を付与するとされるのである。

　以上のとおり本節で確認した、言語行為に制度の基礎をみるサールの社会存在論からは、英

国学派の説く国際社会の制度をどのように捉え分析することができるのだろうか。

４　社会存在論による制度としての勢力均衡の再考

4.1　社会存在論からみる国際社会の制度としての国家

　義務論的権力を有する社会的な事実や現実はすべて、サールのいう制度に含まれる。サール

が列挙する社会の「制度」の典型例としては、具体的に、統治制度（立法府・行政府・司法府・

軍隊・警察）、スポーツ制度（野球チーム・スポーツクラブ）、特定目的の制度（病院・学校・

大学・労働組合・レストラン・教会）、経済的制度（会社や企業）、一般目的の構造的な制度（貨

幣・私有・結婚・国家）、構造をもたず非公式で（多くの場合）不成文の制度（友人関係・家族・

パーティ）などが含まれるとされる31）。そして、他の制度（家族・教育・貨幣・企業・私有・

教会など）を統制する権力を有するため、「国家（政府）こそは究極の制度である」32）。とくに

国民国家（nation-state）は、「組織的暴力の独占」と「領土支配」という相互に関連する性格

を併せ持つことで、他の地位機能に優越する「究極的な権力」（主権）が保障されていることを、

サールは論じている33）。この点から、ブルの論じていた国際社会を構成するその基盤的な制度

たる「国家」が、サールの言う制度に該当することは明白であろう。

4.2　国際社会における制度の社会存在論による分析可能性とその意義

　地位機能宣言によって創出される制度は、そもそも、なぜ「義務論的権力」を有するのか。

サールは、あらゆる明示的な発語内行為は「コミットメント」を不可避的に創出すると論じて

いる34）。記述や陳述などの断言型の発語内行為であれば、真実性へのコミットメント（陳述が

偽であった場合の説明責任などの「義務」）が発生するとされ、発語内行為の遂行には、必ず

コミットメントというかたちの「義務」が付随する35）。そのため、宣言型の発語内行為たる地

位機能宣言も、「義務論的権力」を有した制度とそれに基づく事実（私有・貨幣・政府・結婚
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など）を創り出すとされるのである。

　以上の観点から、英国学派が論ずる国際社会の諸制度をみるとき、制度は、各国の人々の願

望からは独立した「行為理由」や制度を承認した国家どうしが互いに「義務」を負う状態を作

り出すため、共通利益や秩序をもたらしうると同時に、果たすべき「義務」をめぐり、各国の

人々の利益や願望とは無関係にかえって対立をもたらすことが明らかになってくるのではない

か。例えば、国家の制度は「領土支配」をめぐる義務や願望独立的な行為理由を各国の人々に

与えることになり、それによって各国の自由と独立を守ろうとする国際社会全体の傾向性とと

もに、物理的な人間が本来的にもつであろう生存のような願望に反する「領土支配」を維持す

るための戦争を、各国の人々が是認するような傾向性につながっていると言えよう。それでは、

国際社会の中心的・根本的な制度とされる勢力均衡については、社会存在論の観点からどのよ

うに分析することができるのだろうか。

4.3　国際社会の制度としての勢力均衡の存在論的再考

　勢力均衡は、国際関係論ないし国際政治学において「政策・状態・規範」として捉えられ36）、

多様な文脈と観点から議論されてきた。同語は、ワイトらが整理したとおり多様な意味内容を

有するが、サールの「義務論的権力」の観点を導入することで、ブルの言う制度としての勢力

均衡の意味内容とその含意が明確化されよう。すなわち、諸国家による「自制（self-restraint）

および他者の抑制（the restraint of others）」としてとくに定義される制度としての「勢力均衡」

は37）、「抑制」（restraint）を自国と他国の双方に「要求」するという点で、サールの言う「義

務論的権力」を有する制度であるといえる。

　勢力均衡の制度が国際社会において中心的役割を果たす理由は、一つには国際社会の制度が

成立するがゆえに生じうる各国の「義務論的権力」や「願望独立的な行為理由」による衝突を

回避すべく、諸国家が相互に「抑制」することを求める「義務論的権力」を有するという点に

あるといえる。だが、勢力均衡もまた「義務論的権力」を有する制度として承認されることで、

各国に「力の均衡の維持」という義務やコミットメント、そして願望独立的な行為理由を生み

出し、やはり物理的な人間がもつ願望（各人の物理的な生存）に反する戦争にもつながりうる。

勢力均衡の維持を理由とした戦争の史実は、その証左でもあろう。サールによる言語行為論を

基礎とする社会存在論は、国際社会の制度の基礎とともに、その制度がもつ「秩序や協調」へ

の傾向と「紛争や対立」への傾向の双方を明確化するものであると考えられる38）。

５　おわりに

　本稿では、サールの哲学と諸先行研究をふまえ、言語行為論を英国学派の理論に適用し国



｜ 202 ｜

岸　野　浩　一

際社会の制度を分析する可能性とその含意について探ってきた。前節では、言語行為論に基づ

く社会存在論による勢力均衡などの国際社会の制度の分析を通じて、サールによる社会存在論

の射程や意義を検討した。だが、サールの社会存在論は結局のところ「制度とは人々の承認・

受容によって成立する」と論じているに過ぎないとする批判が各所より展開されており、哲学

の理論として充分ではない可能性もある。言語行為論は、国際関係研究ではコンストラクティ

ヴィズムないし言説・談話（discourse）に着目するアプローチによる理論的分析や、安全保

障化（securitization）の概念構築において主に参照されてきたが39）、これら既存の諸研究と本

稿の内容との関連も問われよう。以上の点については、サールや J・L・オースティン（J. L. 

Austin）の言語行為論などをより深く掘り下げることで、今後検討したい。

　本稿の視点からは、制度の哲学的探究から社会の基本となる言語の探究へと向かい、云わば

「言語哲学的なアプローチ」によって英国学派の国際社会論を異なった視点から更新していく

ことが可能になるのではないか。さらにまた、サールにおけるコミットメントの議論や、オー

スティンが指摘した事実確認的発言と行為遂行的発言との不可分性40）などは、「ポスト真実」

（post-truth）状況にあるとされる21世紀初頭の今日の世界において、英国学派の領野を越えた

広範な含意や示唆を含むものであり、今後の研究と議論の余地が大いに残されているものと考

えられる。
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注

 1 ）Jones, 1981.

 2 ）cf. 岸野, 2019。

 3 ）Linklater & Suganami, 2006; Dunne, 2008; Buzan, 2014.

 4 ）Holsti, 2009, p.127.

 5 ）Bull, 2002, p.13.

 6 ）Bull, 2002; ブル, 2000。

 7 ）ブル, 2000, 93頁。
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 8 ）政府間組織ないし国際機構は、例えば国家・外交・国際法などの慣習的な諸制度がそもそも承認され

ていなければ原理的に成立しないためとされる。Knudsen, 2018などを参照。

 9 ）Dunne, 2005, pp.77-8.

10）Buzan, 2004, p.xviii; Buzan & Yongjin, 2014, pp.234-5; Buzan & Schouenborg, 2018, p.8.

11）Knudsen & Navari, 2018.

12）Little, 2007, pp.148-58.　なお、現代の同学派を牽引するブザンは、自由な国際経済のルールである「市

場」を一次的制度として理解することにより、21世紀初頭の現代において「勢力均衡」の制度として

の位置付けは格下げされることになると論じている（Buzan, 2004）。こうしたブザンの指摘については、

岸野, 2012および岸野, 2020において批判的に検討している。

13）cf. esp. Bull, 2002, p.104.

14）Alderson & Hurrell, 2000, p.5.

15）ワイトの国際社会論および同論における勢力均衡の位置付けに関して、詳しくは角田, 2012を参照。

なお、ワイトは、国際社会に固有の制度としては外交・同盟・中立などを挙げており（Wight, 1995 

(1986)）、同学派の論者によって提示・強調される制度の例は各々異なっている（Holsti, 2004; Buzan, 

2004, p.174）。

16）Wight, 1977, p.149.

17）Wight, 1991.

18）Wight, 1966.

19）Wight, 1966, p.151.

20）Haas, 1953.

21）岸野, 2020, 155頁。

22）cf. Buzan, 2004; Knudsen, 2018.

23）Cartwright & Montuschi, 2015; 中山, 2011。

24）Condello, Ferraris & Searle, 2019.

25）Searle, 1995; Searle, 2010 = サール, 2018。以下、本稿では、サール自身が社会存在論の「一般理論」

であると称しているSearle, 2010 = サール, 2018での記述に従って議論を進める。

26）cf. esp. サール, 2018, 6-19頁。

27）Austin, 1962 = オースティン, 1978; 2019; Searle, 1969 = サール, 1986。

28）cf. esp. Austin, 1962.

29）サール, 1986; 2006。

30）サール, 2018。

31）サール, 2018, 143頁。

32）サール, 2018, 252頁。

33）サール, 2018, 255頁。

34）サール, 2018, 130頁。
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35）サール, 2018, 131頁。

36）湯川, 2014。

37）Bull, 2002, p.102.

38）この点に関連して、岸野, 2020では、近代世界システム論と国際社会論の接点を「勢力均衡」のもつ「秩

序や協調」と「紛争や対立」の二面性に求め議論している。

39）Onuf, 1998; Holzscheiter, 2013; Wæver, 1995.　なお、本稿の議論と連関しうる、コンストラクティヴィ

ズムの観点による存在論や制度の基礎理論に関しては、例えば 石田, 2000 および三浦, 2000 を参照。

40）Austin, 1962, p.145; 野家, 1993, 157頁。
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